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ウガンダの中等学校における学校改善の取組―事例研究

小　澤　大　成
（鳴門教育大学大学院学校教育研究科）

１．はじめに

途上国における中等教育拡充の意義とし

て、各個人の生産性向上を通じた経済成長

と貧困削減への貢献、保健・生活状態向上・

男女平等への貢献が指摘されている（World 

Bank, 2005；UNESCO, 2014）。近年、中等

教育の需要が急速に拡大しているが、その

主な要因として①初等教育普及政策 (UPE)

の拡大に伴い初等教育修了者が急増し上級

学校への需要が拡大していること②学齢期

の人口に占める割合が高くこれらの若者を

適切に教育することが将来の社会発展につ

ながること③今日の急速に変化する経済で

は、初等教育で得られる知識・能力よりも

より高度な知識・能力を身に付けた人材へ

の需要が急増していることが指摘されてい

る（World Bank, 2005）。多くの国で過去最

多となっている青年人口は、適切な機会を

与えられれば国の発展の原動力となるが、

多くの若者がスキル不足のために失業や低

賃金労働を余儀なくされている (UNESCO, 

2012）。サブサハラアフリカにおいても伝

統的に中等教育はエリートのための教育で

あったが、グローバル経済に参加し、成功

を求める国家と個人にとって重要なものと

なってきている。急速に発展する中等教育

の質の向上を図るためには、予算増加だけ

では追いつかず、今ある教育資源の効果的・

効率的な利用が重要となってくる（Mulkeen 

et al., 2005）。

ウガンダにおいても、1997 年に導入され

た初等教育普及政策（UPE）の成功に引き続

き、 2007 年にサブサハラの国々では最初の

中等教育普及政策（UPPET）の導入を行った。

この中等教育普及政策は、初等学校修了試

験の成績が一定基準以上（4-28）である生

徒に関し、授業料を免除するというもので

ある（Ssebbunga-Masembe et al., 2013）。

この政策実施をふまえてウガンダにおける

中等就学率は改善している（表 1）。世界

銀行のデータバンクによれば 2006 年の中

等粗就学率は 21%（男 23%，女 18%）、2013

年のそれは 27%（男 29%，女 25%）であり、

2013/2006 比は 1.29（男 1.26 女 1.39）と

なり、特に女子の改善が大きい。ただ 2013

年の初等粗就学率が 107%（男 106%，女

108%）となっているのに対し、中等教育の

粗就学率は初等教育就学率の約 25％にとど

まり、初等教育と中等教育の発展バランス

があまり良くない状況にある。また最初の

3 年ほどで大きく改善した後は、年ごとに

変動し 2 ポイントの範囲で増減している状

況にあり、就学率改善は停滞状況にあるよ

うに見受けられる。

中等教育普及政策実施の結果、学校現場

において様々な課題が生じている。入学者

は急激に増加し、生徒数の増加に施設の整

備が追いつかず大規模学級での教育実施を

強いられている。またこれまで授業料が支

払えずに中等学校に行けなかった生徒の入

学により社会的背景に幅がある生徒への対

応が必要となった。（Ssebbunga-Masembe 

et al., 2013）。中等学校校長は、この政

策を良いものとして捉えているが、学校現

場における普及政策実践の先頭に立つ学校

管理職への研修不足、不適切な資金供給、

教室における高い生徒教員比率、中央教育
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省のマネジメント等の懸念をあげている

（Chapman et al., 2010）。

先行して普及政策が導入された初等学校

ではさまざまな課題が生じた。教員配置の

不平等性、高い教員欠席率、不適切な教材、

高い生徒欠席率、文房具を入手することが

難しい、朝食をとらずに登校し昼食をとら

ずに午後の学習をするなど、生徒の学習へ

の準備状況が不十分であることが指摘され

ている（Najjumba et al., 2013）。学校運

営上の課題として、管理職を含む学校運営

組織が自分たちの役割をよく理解しておら

ず、意思決定権限が分散していることがあ

げられている（Najjumba et al., 2013）。

学校現場における対応例として、授業研究

の手法を導入し、授業に複数の教員が関わ

るティームティーチングや教員の自信や教

授技術を増加させることで、学習環境を改

善する試みが報告されている（Nakabugo et 

al., 2008）。

中等学校の抱える課題に対応する方法の

一つとして、DeJaeghere et al.(2009) は、

ウガンダにおける学校改善を主導する中等

学校校長への研修の重要性を指摘した。校

長に必要な４つの資質である、将来へのビ

ジョンを作成し関係者と共有するリーダー

シップ、 資金および教育資源の確保と活用

をはかるマネジメント能力、学校における

教員指導能力、そして保護者、学校運営評

議会、地域教育事務所といった地域とのコ

ミュニケーション能力を取り上げて、校長

の資質を調査した。その結果をふまえ、す

べての校長を同じメニューを研修するので

はなく、校長と副校長の役割の違い、学校

の大きさと教育資源、ジェンダー、そして

学校が位置する周辺の人口などを考慮し、

校長にとって不足したスキルに焦点をあて

た職能開発を計画実施することが重要であ

るとした。組織的な研修が実施されていな

い校長が助言を求めるのは、学校運営評議

会、自分の学校の教員および他の中等学校

校長が多く、中央や地方教育省のスタッフ

そしてコミュニティーの人々からの助言に

は相対的に低い期待しか抱いていないこと

が明らかになっている（Chapman et al., 

2010）。また相対的に教育資源に乏しいウガ

ンダの私立中等学校校長は、外部ネットワー

クを活用して他の中等学校の教員より様々

な教育資源を調達している（Hite et al., 

2006）。

Ssebbunga-Masembe et al.(2013) は、ウ

ガンダの中等学校における理数科に対する

現職研修を取り上げ、政府や援助機関の主

導で行う現職研修（例えば JICA が実施し

ている SESEMAT など）のほか、学校現場で

のセミナーや教師個人の研修を通じて能力

向上を図っていることを示している。学校

現場における現職研修プログラム実施の課

題として、授業負担の多さにより時間確保

が難しいこと、カリキュラムが過密あるい

は不適切なこと、試験重視の教育システム、

研修参加と個人的な昇進・昇給が結びつい

ていないことがあげられている。

このように先行研究では中等学校の非
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一様性を取り上げ、それに対する支援の在

り方を論じているが、非一様性の詳細につ

いてはあまり記述されていない。また学校

レベルの質的な事例研究を通し、生活者

の視点から社会全体を読み解く研究（澤

村、2007）あるいは、実際の受益者であ

る途上国の生徒の視点を取り入れた研究

（Schweisfurth，2011; 吉田、 2013）が重要

となってくる。そこで本研究では、ウガン

ダ中等学校の現場における学校改善実践に

着目し、学校管理職，教員そして生徒がど

のような課題を認識しているのか、そして

その課題に対しどのような改善取組を実施

しているのかを、質的アプローチによる記

述的な事例研究によって明らかにする。

２．現地調査

Kyambogo University の研究者より紹介

された農村部、都市近郊および都市の 6 校

の中等学校を調査対象とした。調査対象校

においては、校長あるいは副校長へのイン

タビュー調査、5 人程度の教員に対する自

由記述の調査票を併用したインタビュー調

査、6 人程度の生徒に対する自由記述の調

査票調査を併用したインタビュー調査を実

施した。調査は 2013 年 9 月および 2014 年

9 月に実施した。調査対象の学校の概要を

表２に示す。

Ａ中等学校

ワキソ県の農村部に位置し、中等教育普

及政策を促進するため政府によって 2011 年

に設立された中等学校である。校長は男性

で、修士の学位を持ち、校長経験は 4 年で

ある。シニア１～シニア５の５学年が在籍

している。初等教育修了試験の成績が 28 以

下なら無条件で入学、前期中等の通学生が

学校に支払う諸経費は学期当たり 65000 ウ

ガンダシリング（100 ウガンダシリング =4

円、2015 年 5 月現在）である。さらに 29

～ 32 の場合、学期当たり 50000 ウガンダシ

リング追加で支払うことで私費学生として

入学可能。なお私費学生の数はあまり多く

ない。自動進級制度は適応しておらず、対

象者には留年を勧奨している。

Ｂ中等学校

ルウェロ県の農村部に位置し、教会によっ

て設立された公立中等学校である。校長は

女性で、修士の学位を持ち、校長経験は 7

年である。シニア１～シニア６の６学年が

在籍している。初等教育修了試験の成績が

28 以下の場合は無条件で入学、前期中等の

通学生が学校に支払う諸経費は学期当たり

84000 ウガンダシリングである。成績が 29

～ 32 の場合、私立学生として学期当たり

54000 ウガンダシリング追加で支払うこと

で入学可能。

 

Ｃ中等学校

ワキソ県の農村部に位置し，教会によっ

て設立された公立中等学校である。校長は

女性で、修士の学位を持ち、校長経験は 10

年である。シニア１～シニア６の６学年が

在籍している。初等教育修了試験の成績が

28 以下の場合は無条件で入学、前期中等の

通学生が学校に支払う諸経費は学期当たり

56000 ウガンダシリングである。29 ～ 32 の

場合私立学生として学期当たり 56000 ウガ

ンダシリング追加で支払うことで入学可能。

Ｄ中等学校

ルウェロ県の農村部に位置し、教会によっ

て設立された公立女子中等学校である。校

長は女性で、学士の学位を持ち，校長経験

は 11年 である。前期中等の通学生が学校に

支払う諸経費は学期当たり 140000 ウガンダ

シリングである。シニア 1 ～シニア 6 の 6

学年が在籍している。初等教育修了試験の

成績が 28 以下の場合は無条件で入学。



表２．調査対象学校の概要
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Ｅ中等学校

ワキソ県の都市郊外に位置し、教会によっ

て設立された公立中等学校である。校長は

男性で、修士の学位を持ち、校長経験は 5

年である。前期中等の通学生が学校に支払

う諸経費は学期当たり 290000 ウガンダシリ

ングである。シニア 1 ～シニア 6 の 6 学年

が在籍している。初等教育修了試験の成績

が 21 以下の場合に入学可能。

Ｆ中等学校

カンパラに位置し、教会によって設立さ

れた公立中等学校である。校長は女性で、

修士の学位を持ち、校長経験は 12 年である。

前期中等の通学生が学校に支払う諸経費は

学期当たり 12000 ウガンダシリング、昼食

はオプションで学期当たり 60000 ウガンダ

シリングである。シニア 1 ～シニア 6 の 6

学年が在籍している。初等教育修了試験の

成績が 16 以下の場合に入学可能。この基準

に満たない場合、学期当たり 170000 ウガン

ダシリング追加で支払うことで入学可能。

ただし私立学生の数は限定的である。

３．中等学校における関係者が認識し

た課題とそれに対する取り組みの

事例

3.1　Ａ中等学校

学校関係者が認識している課題

校長によって指摘された課題は以下であ

る。学校経営に関する課題として、政府か

らの資金が不十分であることがあげられ

た。生徒に関する課題として、学費未払や

予期しない妊娠による中退が指摘され、規

律問題に関してはあまりないということで

あった。設備に関する課題としては、教室

が不足しているためシニア 3 では 1 クラス

に 100 人以上が詰め込まれている状況にあ

ること、また授業で使用する実験道具や試

薬が不足していること、図書館がないこと、

教員宿舎がないことに伴う教員の遅刻や欠

勤が列挙された。これに追加して教員より、

中退や長距離通学といった生徒に関する課

題、両親のサポートが不足しているという

保護者に関連した課題、学校の場所がへき

地であるという環境に関する課題が指摘さ

れた。

一方、生徒によって指摘された課題は以

下である。学校施設に関する課題は校長・

教員とほぼ共通であり、実験室、グラウン

ド、草刈のための機械がないこと、学校所

有の自動車がないため長距離通学を強いら

れること、男子トイレが不潔で悪臭を放っ

ていること、教員宿舎がないことが取り上

げられた。生徒独自の視点として、教員に

関する課題と生徒に関する課題があり、教

員については体罰やさぼって授業を行わな

いこと、また学費を支払うよう追い回され

ることがあげられた。生徒については、生

徒同士のけんか、いじめ、悪口の言い合い、

自習中の騒音により勉学が邪魔されること

が指摘された。

学校による改善の取組

政府からの資金不足に対しては、PTA と

の協働による資金支援があげられた。PTA

との良い関係を構築するため、手紙や学期

末報告書などの書面や PTA 総会などの会合

による定期的なコミュニケーションをつう

じて理解を得ている。教室の不足に関して

は職員室と実験室を教室に転用してやりく

りしていた。教員のやる気を向上させる方

策としては、交通費や担任手当、試験採点

手当、婚礼手当など各種手当の支給、年度

末パーティーの開催などを実施している。

教員の資質向上については、NGO との連携

による教員研修や SESEMAT による研修を活

用している。生徒の学力向上に対する取り

組みとして、週末や休日など時間外の補習

授業、グループディスカッションや理科実

験など活動を取り入れた授業、そして小テ
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ストや定期的なノート検査による継続評価

を行っている。ウエルカムダンス、成績優

秀者および成績劣等者の掲示、トロフィー

の授与を通じて生徒のやる気向上を図って

いる。生徒の規律問題に対してはカウンセ

リングで対応している。音楽・演劇・ダン

スやスポーツなどの課外活動も生徒の能力

向上に寄与している。生徒に対する罰とし

ては停学、トイレや床の掃除、親の呼び出し、

そして稀に体罰がある。生徒に対する支援

として NGO との連携をつうじた男子生徒の

割礼支援がある。新設校のため、国家試験

局に申請し中等修了試験のセンター番号を

取得した。したがって生徒は自校で修了試

験を受験することができ、他校で受験しな

ければならなかった以前と比較して不利が

なくなった。外部の行政的支援については、

余りインパクトがない。視学官はこれまで

に 1 回来ただけであり、地域教育事務所も

訪問するだけである。校長会の活動として

はスポーツやダンスなどの課外活動の調整

や最終試験準備のための模擬試験開催があ

る。

生徒の意見から取組に対する生徒の認識

を考える。勉学活動としては、質疑応答・

議論・復習により知識を定着できていて、

また生徒の成績がよいことが強みとして捉

えられている。サッカーやネットボールと

いったスポーツや音楽・ダンス・演劇など

のクラブ活動も才能を伸ばすのに役立つと

感じている。教える能力があり、相談にのっ

てくれる教員を良いと考えている。学力向

上や課外活動に対する学校の取組が、生徒

に浸透していると考えられる。

3.1　Ｂ中等学校

学校関係者が認識している課題

校長によって指摘された課題は以下であ

る。学校経営に関連した課題として、学校

雇用教員の給与支払いと他の中等学校に優

秀な生徒をとられてしまうことがあげられ

た。生徒に関しては、長距離通学、寮に入

れない貧困家庭の生徒、民間学生寮に入っ

ている生徒、中退が指摘された。自転車で

最長 16 ㎞離れた家から通学するため、遅刻

や、女子生徒にはレイプなどの危険がある。

寮に入れない貧しい生徒の場合、家にも灯

火がなく勉強時間の確保が困難である。校

長としては 3 度の食事と十分な勉強時間が

確保できる寮に入った方が良いと考えてい

る。コミュニティーの運営する民間学生寮

に入っている生徒もいるが、学生を監督す

る人間がいないため、女子生徒の妊娠など

生活上の問題が生じる。中退はシニア 1 で

多く見られ、妊娠が原因である。生徒の規

律問題として、多少のいじめ、寮における

ダンス、悪口の言い合いなどを把握してい

る。学校施設の課題としては教員宿舎がな

く教員の交通費が高いこと、安定した電力

がないため授業準備が大変なこと、機能す

る実験室がないことがあげられた。またコ

ミュニティーの文化である早婚や複数婚が

影響を及ぼしている。これに追加して教員

より、学校経営の課題として、資金不足の

ために学校の取り組みが十分に実行できな

いこと、へき地での過酷な生活に耐えられ

ない教員が着任後短い期間で転出してしま

うことが指摘された。また教員の給与が低

くやる気が出ないこと、生徒に関する課題

として、ロールモデルがない・早期結婚・

妊娠などが原因の中途退学、低い読解力、

勉学に対する興味の低さがあげられた。無

学でも生活できているため両親が教育の価

値を認めず、子供に教材を与えない。また

貧困のため学費が支払えない。学校施設の

課題として良い井戸が掘れないため乾季に

おいて水不足が発生することがあげられた。

一方、生徒によって指摘された課題は以

下である。設備・環境については、教室・

寮・台所など不十分な施設、電力・水・薬

不足などへき地でのサービスの遅れ、コミュ

ニティーの社会スタイルの低さは校長・教
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員と共通であるが、女子トイレの不足、学

校にフェンスがなく盗難が発生すること、

バランスの悪い食事や学校で出される朝食

は 7 時までに来てミールカードを示さない

と食べられないことへの不満が追加で指摘

された。へき地の学校生活のため世間から

隔離されていて世の中の動きがよくわから

ないという不満もあった。教員については、

生徒に敵対的な教員がいて生徒を虐待する

こと、また校長や教員から体罰をうけるこ

とが取り上げられた。生徒自身に関連した

課題としては、生徒同士のいじめ、けんか

等の人間関係のトラブル、生徒がたてる騒

音やからかわれることによる勉学の妨害、

アルコールやマリファナの使用、ノートな

どを盗まれること、時に設備を破壊するこ

と、英語でなく地域言語を話すことがあがっ

た。なお遠方からこの学校を選択した生徒

にその理由を聞いたところ、学費が低いこ

とをあげた。

学校による改善の取組

学校経営に関しては校長が 5 年間にわた

る学校運営の長期計画を策定して、学校運

営評議会に提示し、その達成度に応じて各

年度の予算案を改訂し承認を得ている。ま

た生徒のニーズを把握する手段としてクラ

スの代表による意見聴取やサジェスチョン

ボックスを用いた投書の活用を行い、それ

を踏まえてプリフェクト（監督生）を通じ

た学校政策の実施を行っている。

資金確保に関して、学校農園で野菜、豆、

バナナを栽培し、その売り上げを通じた収

入確保を図っている。世界銀行などへの資

金援助申請による校舎建設、様々な個人

的コネクションを利用した寄付によるコン

ピューターや太陽電池電源の確保などの取

組を行っている。資金援助申請については、

書類を提出するだけでなく根回しをするこ

とが大変重要と指摘していた。また校長宿

舎の建設により教員へ支給する交通費が大

きく節減された。

生徒の中途退学対策として、両親と生

徒を学校で働かせることによる学費補助、

PTA・コミュニティー会合・教会の会合といっ

たチャンネルを通じた勉学の重要性に関す

る啓発活動、女子サッカーなどのスポーツ

や音楽・ダンス・演劇などの文化に関連し

た課外活動、さらにディスカッションやディ

ベートといった活動を通じて生徒に学校を

好きにさせることをあげた。また朝食を学

校で供給することにより、空腹で学習に臨

むことがないようにしている。生徒のやる

気向上については、成績の良い生徒に対し

て学校裁量による奨学金の授与、賞を与え

るなどを実施している。また卒業生を招聘

しての講演会などにより、生徒にロールモ

デルを示している。生徒の規律問題につい

ては反省文の作成、停学、両親を呼んでの

体罰などで対応している。教室にゴミ箱を

設置することや花を植えること、標語を掲

示することなどを通じ校内美化をはかり、

生徒の意識を変えようとしている。

職員に対する研修としては校長や外部講

師によるセミナー、SESEMAT や試験局によ

る研修を活用している。

なお、この中等学校で成績基準に満たな

い私立学生を比較的多く受け入れている背

景としては、近隣に私立学校がなく、地域

の政治家や保護者からの要請がある。自動

進級制度をとっておらず留年すると私立学

生となることに合意させて、入学者を受け

入れている。

校長に上手な学校経営のコツを聞いたと

ころ、所与の才能もあるが、いろいろな人

とつながるコミュニケーション、地域教育

事務所での情報収集と交渉すること、そし

て良い評判を維持することをあげた。校長

自身が良い中等教育を受け、中等教育のイ

メージが形成され、その後勤務した中等学

校での校長から受けたメンタリングにより

資質が向上したとのことである。地域の校
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長会では自分たちの経験を共有することで

学んでいる。

生徒の意見から取組に対する生徒の認識

を考える。校長が常に学校にいてホスピタ

リティがあり生徒指導やカウンセリングを

実施してくれることを学校の強みと考えて

いる。勉学については議論やディベートを

通じて知識を定着し、へき地にもかかわら

ず良い成績をあげていることを評価してい

る。クラブ活動に関しては、ネットボール、

バレーボールなどのスポーツや、音楽・ダ

ンス・演劇、ディベート、愛国者クラブな

どの課外活動を学校の良い点としていて、

楽しく自分たちの才能を伸ばすことができ

るとしている。施設に関しては、新しく建

設された校舎や、復習に適した涼しく緑豊

かな敷地を強みとして捉えている。生徒た

ちが空き時間に芝生あるいは木陰でノート

を広げ自習している姿が印象的であった。

このように校長のリーダーシップのもと、

学力向上や課外活動に対する取り組みや学

習を促進する環境の整備は十分に浸透して

いるといえる。一方、学校で出される朝食

は 7 時までに来てミールカードを示さない

と食べられないと指摘されていて、必ずし

も意図したとおりの効果がいきわたってい

ないことが明らかになった。

3.3　Ｃ中等学校

学校関係者が認識している課題

校長が指摘した学校経営に関する課題は

以下である。政府資金の遅配、政府の給与

データが何らかの原因で抹消されてしまう

ことが原因の給与未支給がある。また自動

進級制度をとっているため理解していない

まま最終学年まで進級し、卒業試験に落第

するケースが多い。また良い生徒が後期中

等のシニア 5 から他の学校に転校するク

リームスキミングも課題である。生徒に関

する課題としては、遠方からこの学校に入

学してきた生徒は別として学習意欲が低い

生徒が多い。その原因としてロールモデル

の欠如がある。また妊娠による中途退学も

ある。規律問題として生徒間の盗み、スタッ

フへの悪口まれに男女交際問題がある。両

親に関する課題として無償教育に対する無

理解があり、教材・制服・給食費を支払う

必要があるが、給食費を支払わないため生

徒が空腹で午後の授業に集中できない事例

が起きている。施設に関しては管理職と学

科主任を除き教員宿舎がなく、教員の交通

費が高くなっている。これに追加して教員

より、政府からの給与が低く、一生懸命働

く教員への手当がないこと、初等修了試験

の成績が低い生徒が入学してくるため学力

が低く、自動進級制度で進級してしまうた

め、勉学に興味もないこと、また教員の事

を見下し悪口をいうこと、貧困のため欠か

すことのできない文房具などを持っていな

い生徒がいることが指摘された。これには

中等教育普及政策に関して全てが無料とい

う親と生徒の誤解が大きく影響していると

捉えている。施設設備に関しては、近代的

な設備がないこと、予算が不十分で教科書

が不足していること、大規模クラスである

ことがあげられた。

一方、生徒の指摘した課題は以下である。

教員宿舎がないための遠距離通勤や、教員

を見下す生徒の態度は校長・教員と共通で

ある。これに追加して、生徒をひどくたた

く無法な教員や授業をさぼる教員がいるこ

と、生徒間の課題として、けんか、悪口の

言い合い、新入生に対するいじめ、寮にお

けるいじめ、男女交際、自習時の騒音によ

る勉学妨害があることが指摘された。また

学費が支払えないため退学を強いられる生

徒がいることや長距離の徒歩通学も課題と

してあげられた。施設設備に関する課題と

して、ダイニングホールや学校所有の車が

ないこと、サッカーなどの課外活動に必要

な資材が不足していること、乾季に水が不

足すること、トイレの衛生状態が悪いこと、
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水を汲んだり校内の掃除をしたりする労働

力が不足していることがあげられた。また

提供される食事の内容に大変不満を持って

いた。なおこの学校を選択した理由として、

政府の中等学校であり、学費が安いことを

あげていた。

学校による改善の取組

資金の遅配に関しては、業者と交渉し支

払いを待ってもらうことで対応している。

さらに家畜の飼育をつうじた自己資金確保

を始めている。また学校所有の車を購入す

るための資金集めも実施している。給与デー

タが抹消されてしまった教員については、

週の労働時間を減らし他の場所で働いても

らうことで対応している。なお校長自身も

給与データの抹消被害を受け 6 か月間無給

であった。サジェスチョンボックスを活用

し、教員の授業さぼりなどの課題を把握し、

管理職で対処している。またプリフェクト

による学校改善提案からも生徒のニーズを

把握している。自動進級システムはあるが

留年を勧奨し、一定の学力確保をはかって

いる。ただし留年せずに他校に転校してし

まう事例もある。学費納入に関しては外部

講師を招聘した PTA 対象の啓発活動を実施

している。学校運営評議会では達成度の報

告や情報交換を実施している。

教員のやる気向上に関しては、教えた生

徒が優秀な成績を修めた際の報奨金や感謝

状といった施策を実施している。生徒のや

る気向上については、学期ごとの集会にお

いて成績優秀者を発表し文房具を与えてい

る。

学力向上に関しては、補習、課外活動と

してのディベートの実施によるコミュニ

ケーション能力と自己肯定感の向上、校内

および郊外におけるセミナー、スタディツ

アーなどを実施している。また教員による

カウンセリングによるキャリアガイダンス

や外部講師による講演会を実施し、生徒に

将来像を示している。農業などの実習によ

るハンズオン技術を身に付けさせることや

音楽・ダンス・演劇などの課外活動を通じ

た才能の伸長により将来の職業との関連を

つけている。生徒の学校定着に関してはサッ

カー・ネットボールなどのスポーツや音楽・

ダンス・演劇など文化に関連した課外活動

が効果を発揮している。生徒の規律問題に

対しては、登校停止、親の呼び出し、体罰

などで対応している。週に 1 日宗派ごとの

お祈りの日を設けており、宗教に対するニー

ズに対応している。

生徒の意見から取組に対する生徒の認識

を考える。充分な数がおり、生徒を支援し

てくれる教員を学校の強みと捉えている。

勉学に関しては、復習を重要と考え、生徒

の成績はよいとしている。またサッカー、

バレーボール、音楽・ダンス・演劇などの

課外活動は生徒にとって好ましいものであ

る。食事については、提供されることや量

に関しては評価している。施設については

40 台あるコンピューターを評価している。

学力向上や課外活動に対する取り組みが浸

透しているといえる。

3.4　Ｄ中等学校

学校関係者が認識している課題

校長が指摘した学校経営に関する課題は

以下である。女子校としての魅力、学費が

分割払い可能であること、生徒の好成績な

どにより、入学生徒数が急増している。そ

れに伴い、教室不足、学生寮の部屋不足が

発生している。多くの家庭が学費を遅れて

支払うことにより資金不足がおこり、学校

雇用教員への給与遅配が生じる。電力が不

安定であり、乾季には水不足も発生する。

教員宿舎がなく遠方より通勤するため教員

の遅刻や欠勤がおこる。家庭科実習室や美

術室がなく、図書館やコンピュータールー

ムも狭い。実験室の試薬は不足している。

スポーツの課外活動は盛んでトロフィーな
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どを多く獲得しているが、学校の敷地が傾

斜地であるため、グラウンドが不足してい

る。学校所有の車がないため、生徒の移動

時には車を借り上げる必要がある。女子校

ということもあり生徒の飲酒や妊娠などの

規律問題は少なく、学生の中途退学の原因

としては学費未払いや親の転勤による転校

が主である。生徒の不満は豆とトウモロコ

シのバランスのとれた食事がおいしくない

ことである。教員の資格に問題はないが、

様々な科目を開講しているため、学校雇用

教員が多いことが課題である。これに追加

して教員が指摘した課題は以下である。女

子校ということもあり、男性教員にとって

特にシニア２・３の女子生徒の取扱いが困

難であること、他の学校との厳しい競争に

さらされていること、教員給与が学歴に対

応したものになっていないこと、教員の授

業が理論中心であること、教員のコンピュー

タースキルが低いこと。

生徒の指摘した課題は以下である。教室

や学生寮の不足、乾季の水不足、学校敷地

が傾斜地にあることに起因する問題、食事

の内容に対する不満などは校長や教員と共

通である。これに追加して、学校経営に関

する課題として、プログラムが変更された

際の周知が不十分で混乱することがしばし

ばあること、教員に関する課題として、や

りたくないことを強制されること、教員の

欠席による休講、他の生徒の前で侮辱され

ること、体罰、生徒に対し嫉妬する教員が

いることがあげられた。生徒間の課題とし

て、学生寮での盗難が多発していること、

いじめ、他の生徒から良い成績に関して嫉

妬されること、コミュニケーションの手段

として英語のかわりに地域言語が用いられ

ていることが指摘された。なお学校を選択

した理由としては、生徒の卒業成績がよい

ことや学費の低さをあげた。

学校による改善の取組

生徒急増に対応する学生寮の建設資金や、

乾季の水不足に対応する水汲み上げポンプ

購入資金について、銀行からの借入を行う

ことで対応している。返済は毎年の学費収

入より行う。これについては学校経営評議

会より助言をもらった。教室不足について

は実験室の教室への転用によりしのいでい

る。また 2 段ベッドを入れて多くの学生が

入寮できるようにしている。電力不足に対

しては太陽電池や自家発電機を用いて対応

している。スポーツ施設については、近く

にある系列大学のグラウンドやプールを活

用している。

学校の特徴として、他校で開講していな

い家庭科を開講していること、様々な場面

を通じてリーダーの役割を与えてリーダー

シップを涵養していることがある。それを

通じて生徒が将来きちんとした職業につい

て経済的に自立するとともに、良い家庭人

で教養のある母親になることを目指してい

る。

学力向上に関しては、朝および夕方の補

講を実施している。電力が確保できている

ので生徒は夜間自主的に勉強でき、学力の

確保に貢献している。生徒への動機づけと

しては、教員によるキャリアガイダンス、

学期に 1 回卒業生が講演を行うことによる

ロールモデルの提示や、生徒会の自主的な

活動によるリーダーシップの発揮、ネット

ボールなどのスポーツに関連した課外活動、

音楽・ダンス・演劇といった文化に関連し

た課外活動、キリスト教活動、生徒による

校内清掃を通じた美化意識の向上などがあ

る。

親への啓発活動として、年1回のPTA総会、

学期に 1 回のクラス会合や役員会合を通じ

て実施している。また学校の成果と課題を

記した親への手紙を学期に 1 回送付してい

る。これらは効果があり、親と学校との関

係は良好である。
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その他教会関係の団体からの学費支援、

SESEMAT や他教科の教員研修による教員の

資質向上活動がある。

生徒の意見から取組に対する生徒の認識

を考える。校長は、優しく、皆の事を世話

してくれる。また教員、よく理解できない

とき支援してくれ、板書の説明が上手で、

復習を手伝ってくれる。生徒同士で悪口な

どは言わないように注意する。また看護

師がいて世話をしてくれる。勉学について

は、家庭科を含むいろいろな科目を学習で

き、広い世界に目を向けさせてくれる。優

秀生徒への報償があり、生徒のやる気を増

加させる。生徒の成績が良いことが学校の

強みである。バレーボール、ネットボール、

クリケットなどのスポーツ課外活動や、音

楽・ダンス・演劇など文化課外活動が盛ん

で、トロフィーを獲得していて、生徒の才

能を伸ばすのに貢献している。いろいろな

宗派を信仰する自由があり、お祈りをする

機会が確保されて、宗教の事をよく考える

ことができる。また女子校ということもあ

り、自由で規律ある雰囲気のもと、勉学に

集中でき、また課外活動でリーダーシップ

を発揮しやすい。このように校長のリーダー

シップのもと、学力向上や課外活動を通じ

た女子教育の取り組みが生徒に十分に浸透

している。

3.5　Ｅ中等学校

学校関係者が認識している課題

校長および副校長が指摘した課題は以下

である。学校経営に関する課題として、生

徒が増加しているための教室不足、教員宿

舎がないこと、両親の学費支払遅延による

生徒の登校停止、水不足・電力不足。生徒

に関する課題としては、思春期に起因する

男女問題があるが、中途退学は少ない。規

律問題としては、制服を短くカットする生

徒がいること、生徒のさぼり、生徒間のけ

んかや盗難があり、いじめは少ない。教員

が追加で指摘した課題は、政府雇用教員の

低給与、学費支払遅延による学校活動への

影響、多様な背景を持つ生徒の規律を維持

すること、大多数を占める通学生の家庭学

習のモニタリング、貧困のためノートなど

が購入できない生徒がいること、カウンセ

リングや生徒指導不足のため中途退学する

生徒がいることである。

生徒の指摘した課題を以下に示す。教室

不足、水不足などの施設・環境面に関する

課題は校長・教員と共通であった。それに

追加して、英語を使うことになっているに

もかかわらず、ほとんどの生徒が地域言語

を話しており、生徒間のコミュニケーショ

ンの障害となっていること。またプリフェ

クトを尊敬せず妨害を行うことで学校の円

滑な運営を妨げていること。食事はバラン

スが悪く、質も低く、さらに時間通りにで

ないこと。何人かの親にとって学費が高く、

支払いが困難であること。生徒を支援せず

厳しい態度をとる教員がいること。学校を

選択した理由を聞いたところ、生徒の卒業

成績がよいことをあげる生徒が多かった。

学校による改善の取組

学校経営に関する取り組みとして、生徒

のニーズや課題を把握するため、週 3 回の

全校集会、月 1 回の学級会を開いている。

学生による選挙で選出されたプリフェクト

が全校集会をリードする。生徒のリーダー

に対してはワークショップを実施し、その

リーダーシップを強化している。級長とカ

ウンセラーの会議からも学級のニーズ把握

を行う。また毎週火曜日昼食時に教員会議

を開き、情報を共有している。サジェスチョ

ンボックスは不確かな情報が多いため採用

していない。校内のコミュニケーションに

ついては英語の使用を奨励している。水不

足に対しては雨水の利用を図っている。

教員のやる気向上を図る取り組みとして、

最も良い成績を修めた教科の教員たちを表
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彰し、報奨金を出している。また交通費の

支給、食料の支給などのインセンティブが

ある。セミナーやワークショップなどの教

員研修を実施し資質向上を図っている。教

員福祉のために無尽講を実施している。

学力向上に対する取り組みとして、有

資格教員による授業実施、補習授業の実

施、各単元終了時のテストにより理解度を

チェックする継続評価の実施、生徒のノー

トの定期的なチェックの実施がある。さら

に生徒のやる気を高めるため、キャリアガ

イダンスを実施し学習の目的を与えること

を行っている。キャリアガイダンスの中に

は放課後に実施する自動車関係の実習や

ロールモデルの講演がある。また第 1 位の

生徒には奨学金、第 5 位までの生徒には文

房具を与え、学校総会にて表彰することを

実施している。シニア 5 の 80% は本校出身

であり、一定の引き留め効果がある。

思春期にある生徒への対応として、薬物

やセックスに関する啓発ビデオの上映、ス

ポーツや文化の課外活動により自己肯定感

を持たせるようにして勉学に集中させよう

としている。必要に応じてスクールカウン

セラーや教会牧師によるカウンセリングを

実施している。規律問題が起きた場合、規

則に照らして処分を行う。罰としては掃除、

親の呼び出しなどで体罰は稀である。

生徒の意見から取組に対する生徒の認識

を考える。生徒にとって学校の成績が優れ

ていることが誇りである。教員は資格をも

ち、親切で、上手に教える。またサッカー、

ネットボール、バレーボールなどのスポー

ツ課外活動や、音楽・ダンス・演劇などの

文化に関連した課外活動に十分な時間がか

けられることを強みと感じていて、学校方

針が反映されている。施設も、コンピュー

タールーム、理科実験室、図書館が充実し

ているとしていて問題がない。

3.6　Ｆ中等学校

学校関係者が認識している課題

校長の認識している課題は以下である。

2007 年の中等普及政策開始時、前年 200 人

だったシニア１が 336 人入学した。2008 年

より午前部と午後部に分かれて授業を実施

するダブルシフトを導入したが、職員会議

を一緒にできないなど調整が難しかった。

また課外活動の時間を見つけることが難し

かった。午後は暑く運動には不向き。午後

通学の生徒は両親が不在の時に通学するた

め、スポーツ賭博などの規律問題が発生す

る。また夕方 18 時 40 分に下校するため女

子生徒はレイプなどの危険があった。現在

入学可能成績を 16 以下と条件を厳しくして

いるが、それでも入学者が多い。また教員

にはアルコール問題などの規律問題がある。

これに追加して教員が指摘した課題は以下

である。教員宿舎がなく通勤の交通費がか

かる。また大規模クラスのため、演習問題

を実施することが困難である。標本や試薬

などの教材も不足している。教員に支払わ

れるのは政府給与だけであり、他のインセ

ンティブがない。PTA 資金は昼食と建物に

回されている。自動進級制度のため留年が

なく、生徒のやる気を阻害している。また

生徒は努力が足りず目標をもっていない。

両親が貧しく食事を満足に取らないで学校

に登校するため勉学に集中できない。学校

周辺の人口が多いため、色々な家庭背景を

もった生徒がいて指導が困難である。この

学校には学生寮がなく生徒は通学してくる

ため、生徒間の交流が限定的である。政治

家の関与により中等学校普及政策やその他

役に立たないプログラムが導入される。ま

たコミュニティーが教育の価値を理解して

いない。

生徒が指摘した課題は以下である。教室

や教材の不足に関しては校長・教員と共通

である。それに追加して、生徒間の盗難が

多いこと。また生徒で構成されるギャング
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団がいて待ち伏せして暴力をふるうことを

あげた。また農業、会計、アントレプレナー

シップなどの科目が開講されておらず、学

ぶことができないこと。教員は、たくさん

板書をするがノートを見直す時間がないこ

と。またスクールバスがなく長距離通学で

疲労すること。

学校による改善の取組

生徒急増に対する対策としてダブルシフ

トの導入（2008 ～ 2013 年実施）を行った。

シニア 1・2 が午後のみ授業，シニア 3・4

が午前のみ授業、シニア 5・6 は全日授業で

ある。また世界銀行への資金申請を行い、

教室を建設した。資金申請書類を提出すれ

ば採択されるというものではなく、関係者

への根回しが必要であった。

学力向上に対する取り組みとしては、自

己肯定感を高める技術を与えることがある。

校内の掃除や、時間が来たら校門をロック

することにより時間管理技術を身に付けさ

せている。学期当初にテストを実施するこ

とで、休暇中に生徒が勉強するように仕向

けている。また生徒にライフスキルをつけ

させることで、良い生活を送ることができ、

コミュニティーへの波及効果があるという。

修了生を招聘したキャリアガイダンスを行

い、勉学への方向付けを図っている。サッ

カーなどのスポーツに関する課外活動や、

音楽・ダンス・演劇などの文化に関する課

外活動は生徒を伸ばす。また宗教教育も重

要である。

教員の規律問題に対してはコミュニ

ティーと共同で解決を図っている。生徒に

対する体罰は公式には禁止されていて、行っ

ている教員に対してはカウンセリングを

行っている。ただし校長の前で打つ体罰は

可能である。

生徒の意見から取組に対する生徒の認識

を考える。教室や机の数は改善されていて、

図書館には教科書や物語の本がたくさんあ

り充実しており、また理科実験室にも物理

関係の実験器具があるなど充実していると

いうことで設備に関する不満はない。校内

にあるごみ箱は衛生を保つのに役立ってい

て、校内をきれいに保つことができている。

教員は生徒を励まし、質問を通じて学ばせ

るプロフェッショナルな教員である。時間

通りに教室に現れ、いつも最新の知識を教

えてくれる。クラス対抗サッカー、音楽・

演劇大会，ファッションショーなどの課外

活動を通じて生徒の才能を伸ばしているこ

とを強みと考えていて、学校の意図が生徒

に伝わっている。宗教に関しては信仰の自

由があり、イスラム教徒は金曜日にモスク

へ行くことができ、宗教を重視した方針が

反映されている。

４．考察

4.1　学校と生徒の課題認識ギャップ

生徒の意見をみると、生徒の学校に対す

るニーズは勉学と課外活動に集約される。

自分の学校がより良い学習成績を上げてい

ることを誇りにしており、自分たちも議論

などの活動をもとにした授業や復習を通じ

て知識を定着させ、良い成績をあげたいと

考えている。またサッカーなどのスポーツ

や音楽、ダンス、演劇などの文化的な課外

活動を通じて自分の才能を伸ばしたいと考

えている。このニーズを満たすには、安全

で効率的に学習や課外活動が行われる環境

のもと、適切な支援が得られることが必要

である。教室、実験室、実習室、図書館、

自習の場などの学校施設、夜間の電力供給

などの学校環境、継続的に適切な支援を行

う教員、食事をとっているなど生徒自身の

活動に臨むレディネスが満たされているこ

と、そして生徒の安全が確保されることが

重要である。

学校施設や学校環境に関する課題認識は、

管理職や教員と生徒の間で一致している。
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特に農村部の学校において実験室、実習室、

図書館の不足や、教材、電力、水といった

資源が不十分であること、また教員宿舎が

不足していることが共有されている。

一方、学校管理職・教員と生徒の間にか

い離がある課題もある。生徒は学校におけ

る生徒の安全に関する課題があると考えて

いるのに対し、管理職や教員はこれらを課

題として認識していないことである。どの

学校の生徒も、教員による体罰や侮辱といっ

た問題行動や、生徒同士のけんか，いじめ

といった人間関係のトラブル、生徒の発す

る騒音による勉学妨害、そして所有物の盗

難や不良生徒による暴力といった犯罪行為

を、学校における課題として指摘している。

ほとんどの学校で、プリフェクトや級長を

通じた生徒のニーズ把握や、サジェスチョ

ンボックスを活用した意見の吸い上げを実

施しているが、生徒の安全は課題として認

識されていない。また、学校内における英

語の使用が徹底されていないという指摘も

3 校の生徒からあったが、学校側は課題と

して認識していない。学校側は教室外の生

徒の振る舞いに着目し、安全で効率的な学

習ができるよう配慮する必要がある。

4.2　農村部と都市部の学校における課題の

相違

ウガンダにおける中等学校就学率は最初

の 3 年ほどで大きく改善した後は、年ごと

に変動し 2 ポイントの範囲で増減している

状況にあり、就学率改善は停滞状況にある

ように見受けられる（表 1)。今回調査した

中等学校においてクラス平均生徒数は、都

市部の学校で 87 人、都市郊外の学校で 61

人、農村部の学校で 55 ～ 61 人であった。

教室不足を課題としてあげた学校は，4 校

（A,D,E,F）であり，生徒の成績がよく人気

のある学校（D,E,F）あるいは開校してから

時間がたっていない学校である。農村部の

学校（B,C）では他の学校に生徒を取られて

しまう「クリームスキミング」問題が、課

題として取り上げられ中等教育普及政策に

より、どの学校にも生徒が押し寄せ教室不

足が起こるという時代から状況が変化して

いる可能性がある。B 中等学校にいたって

は、近隣に私立学校がなく初等教育修了試

験成績が悪い生徒の行き場がないという地

域の要望に応え、追加で学費を支払うこと

で生徒数の 26% におよぶ私立学生を受け入

れている。生徒のコメントから実験室や図

書館も都市部や都市郊外の学校においては

問題がないようであり、教室以外の施設に

関しても充実度に差がある。

農村部独自の課題としては、周辺コミュ

ニティーの文化とロールモデルの欠如があ

げられている。文化的に早婚や複数婚の習

慣がある場合、女子生徒の妊娠による退学

の要因となる。またロールモデルが周囲に

ないために将来のイメージを持つことが難

しくなっている。都市部独自の課題として

は、人口が多く多様な家庭背景をもった生

徒の取り扱いや通学途中の賭け事への誘惑

があげられ、周辺環境に応じた対応が重要

となる。

4.3　校長の資質と学校改善取組

今回の学校における改善取組調査より、

校長は学校の状況に合わせ、様々な資源を

活用して対応していることが明らかになっ

た。DeJaeghere et al.(2009) の指摘した

校長の資質の枠組である、将来へのビジョ

ンを作成し関係者と共有するリーダーシッ

プ、 資金および教育資源の確保と活用をは

かるマネジメント能力、学校における教員

指導能力、そして保護者、学校運営評議会、

地域教育事務所といった地域とのコミュニ

ケーション能力で学校改善の取り組みをみ

ると、各学校の取組はマネジメント能力を

反映した活動に集中している（表 3)。しか

し世界銀行の学校建設資金を申請するため

に関係者に根回しを行う、両親の学費支払
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のために PTA を通じた啓発活動を行うなど、

同じ目的に対し複数の資質がかかわってい

る。

校長はこのような資質をどのようにして

獲得しているのであろうか。B 中等等学校

の校長によれば、自分自身が良い中等教育

を受けることによって中等教育の理想的な

イメージが形成され、その後勤務した中等

学校での校長から受けたメンタリングによ

り資質が向上している。地域の校長会が自

分たちの経験を共有する場として機能して

いるものの、Chapman et al.(2010）が指摘

するように組織的な研修は行われておらず、

資質向上は各校長の経験に依存していて、A

中等学校の校長が指摘するように地域の教

育事務所からの学校への関与はほとんどな

い。資金申請に関して地域事務所の関係者

への根回しが重要であることや、学費を返

済原資にした銀行借入など学校現場で行わ

れている好取組を収集・共有し、組織的に

校長の資質向上を図る仕組を作る必要があ

る。
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School improvement practice in Ugandan secondary schools 
– Case study
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After introduction of Universal Secondary Education Policy in Uganda, 
secondary schools were struggling to adopt rapidly increase of students’ number 
with scarce resources. This study focuses on school improvement process initiated 
by schools. Case study of six secondary schools indicates that the head teachers 
identified various challenges and solved some of them. One of the finding is 
discrepancy between the issues raised by students and those by teachers. 


